




















































主障害 人　数 対象数 延支給決定 利用あり 利用なし
身障・肢体ほか 4,769 290 20 8 12
身障・視覚 364 439 29 15 14




児　　童 189 56 133












































対象者 配付数 回収数 回収率
当事者 170人 108人 63.5％
支援者 189人 112人 59.2％
















































79.8 92.3 81.2 50.0 79.8
介護タクシーの利用券利用 6.4 0.0 5.8 21.4 6.4
有料サービス 4.6 0.0 5.8 7.1 4.6
市社協のボランティア 3.7 3.8 2.9 7.1 3.7
知り合いのボランティア 2.8 3.8 2.9 0.0 2.8
その他 0.9 0.0 0.0 7.1 0.9















月に20回以上 3.2 6.7 1.4 0.0 2.8
月に10～19回 6.4 10.0 1.4 25.0 5.6
月に４～９回 36.2 26.7 30.0 62.5 31.5
月に１～３回 35.1 26.7 34.3 12.5 30.6
２、３ヶ月に１～３回 19.1 20.0 17.1 0.0 16.7














４時間以上 19.2 10.0 20.0 25.0 17.6
２時間～４時間未満 44.4 40.0 40.0 50.0 40.7
１～２時間未満 25.3 16.7 25.7 25.0 23.1
30分～１時間未満 9.1 20.0 4.3 0.0 8.3
30分未満 2.0 6.7 0.0 0.0 0.0












満足している 37.0 23.3 49.2 25.0 37.0
やや満足している 31.5 36.7 27.0 75.0 31.5
やや不満である 16.7 26.7 15.9 0.0 16.7
不満である 5.6 3.3 7.9 0.0 5.6










レクリエーション 29.6 26.5 31.0 25.0 29.4
買物 16.7 2.9 19.5 25.0 16.6
ならいごと 7.4 11.8 4.4 18.8 7.4
歩く運動、散歩を一緒に 6.8 8.8 10.6 6.2 9.8
コンサートや催し物 6.2 2.9 6.2 12,5 6.1
施設見学、福祉相談等 3.7 0.0 5.3 0.0 3.7



















20.7 25.4 21.4 0.0 21.0
利用回数が制限されてい
る、回数多く利用希望
17.7 20.3 18.3 6.7 18.0
特に問題はない 12.8 3.4 15.9 26.7 13.0
利用申し込みから利用まで
に時間がかかる
8.9 13.6 7.9 0.0 9.0
移動支援のヘルパーは同性
にしてほしい
8.4 6.8 7.9 20.0 8.5
移動支援のヘルパーがどう
いう人か心配
6.9 5.1 4.8 33.3 7.0
自己負担が大きい 3.9 3.4 3.2 13.3 4.0
その他 20.7 22.0 39.6 0.0 19.5
　＊その他の内容　　（表示は％）
ヘルパー不足などで利用できないことが多い 59.1
移動支援制度そのものに対しての課題 36.4
立地の不便な場所への送迎を拒否された 4.5
　〇　 通所、通学送迎支援に利用できるようにし
てほしい、利用回数の制限をなくしてほし
い、の希望は、児童、成人の多数意見になっ
ている。
－ 63 －
　⑥　 ヘルパーに望むこととして「障害特性の理
解」が一番多い（23.3％）。
　⑦　 通所・通学支援の課題・困難点では、「親
が高齢、障害者で送迎できない」が一番
多い（20.5％）。次に「親の急な体調不良、
急用の時、送迎の人がいない」（11.4％）、「ド
アツゥードアの送迎支援を希望、雨の日は
ずぶぬれになる」（9.1％）、「通所送迎の枠
がない」（9.1％）となる。
　⑧　 通所・通学支援は、移動支援とは制度上分
けられていて、親の病気など特別な場合を
除いて移動支援の枠では利用できない。し
かし、親が高齢や障害者の場合、日常的に
通所・通学支援を必要とする。④、⑤、⑦
にあるように、移動支援が通所・通学支援
に利用できないことの切実感は深刻であ
る。
（２）支援者について
　①　 居宅介護ヘルパーは女性が圧倒的に多く、
年齢は40歳以上が87.3％を占める。1 ヶ月
の平均支援時間は5時間未満40％、5 ～ 10
時間未満27％、20時間以上14％。
　②　 移動支援、通所・通学送迎支援の対象者は、
知的障害者、身体障害者、障害児、精神障
害者の順で多い。
　③　 支援する上での不安や難しさでは、「障害
特性理解」22.4％、「緊急時の状況判断」
20.8％、「利用者との人間関係」15.3％、「利
用者以外の家族との関係」9.8％、「コミュ
ニケーションのとり方」8.7％となる。
　④　 今後、希望する研修は、「障害特性」
15.4％、「介護・支援技術」12.3％、「医療知識」
9.9％、「障害者自立支援法」9.1％、「施設
見学」8.7％、「コミュニケーション」8.3％。
（３）事業所について
　①　 主たる対象者の障害は、「全て」70.％、「知
的障害者」10％、「障害児」10％、身体＋
知的障害者」10％。
　②　 当事者からの相談内容は、「受給資格要
件、制度、自己負担、ヘルパーの有無」
38.1％、「受給者証申請からサービス提供
までのプロセス」23.8％、「支援者について」
23.8％。
　③　 支援上の課題は、「サービス単価が低い」
26.9％、「ケアマネ不在」15.4％、「ヘルパー
不足」15.4％。
　④　 ②、③の課題解決のために、今後、相談支
援事業所との連携が益々必要である。
４．課題への取り組み
　１． 平成21年6月に大和市障害者自立支援協議
会へ実態調査結果を報告し、課題の共有化
を行なった。その上で、市で取り組むべき
内容、制度上の限界から市単独では解決が
困難な内容とを整理し、自立支援協議会は
市の障害者福祉計画策定委員会へ移動支援
改善のための具申を提出した。
　２． 移動支援は、地域生活支援事業として市町
村事業に位置づけされている。今回、別途
に神奈川県内市町村の移動支援の概要を比
較検討する調査を実施したが、施策上のば
らつきが大きいことが判明した。利用者が
居住する場所によってサービス内容に大き
な差が生じないように、県、国レベルでの
制度の枠組み見直しが求められる。本調査
結果は、圏域自立支援協議会、県社会福祉
士会、社事大研究大会等で発表し、移動支
援の課題を少しでも多くの人に知っていた
だくよう働きかけている。
　３． 大和市障害者自立支援協議会では、市で取
り組むべき具体的な解決策として、その身
体障害部会で障害者の送迎支援に特化した
「送迎支援ネットワーク構想」（案）を検討
していくことを提案している。
